
 
平成 20 年 6 月 10 日 

各      位 

会 社 名  株式会社 東  研 

代表者名  代表取締役社長 小 平 学 

（JASDAQ コード番号 6738） 

問合せ先  取締役総務部長  大類 隆義 

（TEL．03－5325－4321） 

平成 20 年４月（連結・単独）業績予想の修正 

及び特別損失の発生に関するお知らせ 
  

平成 19 年 12 月 25 日の決算短信に公表した平成 20 年４月期（平成 19 年５月１日～平成 20 年４月 30

日）の通期の業績予想の修正と、特別損失が発生いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 
 
１．平成 20 年４月期 連結業績予想数値の修正（平成 19 年５月１日～平成 20 年４月 30 日） 

（単位：百万円、％） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 6,460 350 260 130 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 5,628 △108 △162 △341 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △832 △458 △422 △471 

増 減 率            （％） △12.9 － － － 

（ご参考） 
前期実績（平成 19 年４月期）

5,254 0 △26 △80 

 
２．平成 20 年４月期 単独業績予想数値の修正（平成 19 年５月１日～平成 20 年４月 30 日） 

（単位：百万円、％） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 6,060 382 290 142 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 5,210 △82 △127 △370 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △850 △464 △417 △512 

増 減 率            （％） △14.0 － － － 

（ご参考） 
前期実績（平成 19 年４月期）

4,731 62 47 △12 

 
３．修正の理由 

（1）連結 

バーコード関連事業につきましては、イメージャー（２次元コード）やプリンタは、ポータブル

の２次元コードリーダ、機械組込用固定式スキャナなど新製品の販売と、運輸業界向けの大口案件

があったことから、売上高は順調に推移しました。しかし、１次元のバーコードリーダは、前期と

同様に市場の価格競争が厳しく、販売数量は横ばいながらも、売上高は減少いたしました。 

Ｘ線事業は、半導体、電子部品業界などにおいて、引き続きＸ線顕微鏡の引き合いが増加してお

りますが、反面、客先から当社製品への改良要求も増加しております。この要求に応えるべく、イ



ージーオペレーション化による操作性の向上や、試料ステージの大型化などの追加開発に注力して

参りました。これら追加開発に時間を費やしたため、Ｘ線顕微鏡は既存製品、新製品共に売上高が

減少し、大幅な未達となりました。その結果、全体の売上高は 5,628 百万円となる見込みでありま

す。 

利益面につきましては、売上高の未達による利益の減少に加え、財務体質の健全化を積極的に図

り、経営上の潜在リスク要因を排除するという観点から、適格退職年金制度の内容の見直しを行い、

認識した数理計算上の差異 59 百万円を全額費用計上いたしました。また、売上債権の見直しによる

貸倒引当 29 百万円を販売費及び一般管理費に計上いたしました。さらに、「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（平成 18 年７月５日企業会計基準委員会）の早期適用を行い、滞留傾向にある棚卸資

産の評価の見直しによる評価損 181 百万円（売上原価 17 百万円、特別損失 164 百万円）を計上する

とともに、投資有価証券評価損 11 百万円、関係会社株式評価損 15 百万円などを計上した結果、営

業損失は 108 百万円、経常損失は 162 百万円、当期純損失は 341 百万円となる見込みであります。 

以上のとおり、平成 20 年４月期業績予想につきましては、誠に不本意な結果となる予想でありま

すが、当社グループといたしましては、今回の財務体質の健全化とともに、さらに経営改革を実行

して、平成 21 年４月期会計年度中に、新たな成長基盤を確立し、株主の皆様をはじめとする関係者

の期待にお応えしたいと考えております。 

 

（2）単独 

連結と同様の理由（子会社による影響は除く）により、売上高、営業利益、経常利益とも前回予

想を下回る見込みであります。また、これに加え、合併による抱合せ株式消滅差益 32 百万円を特別

利益に、関係会社株式評価損 91 百万円を特別損失に計上した結果、当期純損失は 370 百万円となる

見込みであります。 

 
４．特別損失の発生 

中間期に計上いたしましたほかに、下記のとおり特別損失を計上いたしました。 

（1）たな卸資産評価損 164 百万円（連結・単独） 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」の早期適用により、滞留傾向にある棚卸資産の評価の見

直しによる評価損を計上したものであります。 

（2）投資有価証券評価損 11 百万円（連結 11 百万円・単独 7百万円） 

投資有価証券の時価評価及び実質価額の著しい低下より計上したものであります。 

（3）関係会社株式評価損 45 百万円（単独） 

当社の子会社であるＴＯＨＫＥＮ ＵＳＡ, Ｉｎｃ.の評価の見直しをしたことによる株式評

価損を中間期計上額に追加計上したものであります。 

 

 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際

の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
以 上 


